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１ 事業の目的 

    医療法人博愛会 哲翁病院  訪問リハビリテーション（介護予防訪問

リハビリテーション）は、要介護状態及び要支援状態と認定された利

用者に対し、介護保険法令の趣旨に従って、自宅に訪問しリハビリテ

ーションを行い、利用者が在宅生活において日常生活の自立と社会参

加を目的に、可能な限り自宅で有する能力に応じた日常生活を営むこ

とができるように、実際の環境に沿った訓練を支援します 

 

２ 運営の方針 

（１）利用者が可能な限り在宅において、その有する能力に応じて自立し

た日常生活を営むことができるよう、理学療法士及び作業療法士が

自宅を訪問し、心身の機能の維持・回復、日常生活の自立を支援す

るためリハビリテーションを行います 

   （２）訪問リハビリテーション（介護予防訪問リハビリテーション）の提

供にあたっては、医師の指示及び訪問リハビリテーション（介護予

防訪問リハビリテーション）計画に基づき、利用者の心身機能の維

持回復を図り、日常生活の自立に資するよう適切に行います 

  

３ 事業者（法人）の概要 

    名称・法人種別     医療法人 博愛会 

     代 表 者     理事長  哲翁 正博 

     所 在 地     〒859-2502 南島原市口之津町甲 1181 番地 

     連 絡 先     TEL：0957-86-3226   FAX：0957-86-3227 

 

４ 事業所の概要 

（１） 事業所名称及び事業所番号 

事 業 所 名      哲翁病院 訪問リハビリテーション 

所 在 地       〒859-2502 南島原市口之津町甲 1181 番地 

連 絡 先      TEL：0957-86-3226 FAX：0957-86-3227 

事業所番号      4211420080 

管 理 者      哲翁 直子 

（２）事業所職員体制 

      管  理  者（医師） １名     

      理学療法士      １名以上   

      作業療法士     １名以上 

 

 



５ 事業実施地域 

    口之津町  加津佐町  南有馬町  北有馬町 

      上記外地域は要相談で検討いたします 

 

６ 営業日/休業日 

    営業日  月曜日 ～ 金曜日  

休業日  国民の祝日、休日及び 12 月 30 日～１月 3 日 

但し、医療法人博愛会が指定する休院日を除く。 

 

７ 利用時間 

         月曜日 ～ 金曜日  8：30 ～ 17：30  

 

８ サービス内容 

（１）病状の観察 

         バイタルチェック（体温、脈拍、呼吸、血圧など）、病状の

観察や助言、精神面の健康状態の確認と助言、介助者の健

康状態の確認と助言、再発予防と予後予測 

 

（２）日常生活への指導・助言 

         日常生活動作指導、身体機能（筋力、柔軟性、バランス等）

の維持・改善、痛みの評価と疼痛緩和、QOL（生活の質）

の向上や趣味・社会参加促進のための助言 

 

（３）介護相談 

         療養生活、家族への介護指導、精神的な支援・福祉制度利

用の助言と相談 

 

９ 利用料及び支払方法等 

（１）利用料金は、介護保険負担割合証に記載された利用者負担の 

割合に応じた一部負担をお支払いいただきます  

 

（２）毎月、月末締めとし、翌月にお支払いをお願いいたします。 

お支払い方法は、銀行口座振替と当事業所職員の集金による 

お支払いがあります。請求書は翌月の 10 日頃までに発行し、 

お渡し致します。口座振替の場合は、20 日にご利用者の 

指定口座から引き落としをさせていただきます。20 日が 

金融機関休業日の場合は、翌営業日の引き落としとなります。 



訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

基本サービス料・加算 
 

訪問リハビリテーション ３０８円 20 分/回 

介護予防訪問リハビリテーション ２９８円 20 分/回 

短期集中 

リハビリテーション加算 
当該加算の基準を満たした場合 ２００円 １日あたり 

認知症短期集中 

リハビリテーション加算 
当該加算の基準を満たした場合 ２４０円 １日あたり 

リハビリテーション 

マネジメント加算（イ） 

厚生労働大臣が定める基準に該当すると 

県に届出した事業所が、医師、理学療法士等と 

協働して、継続的にリハビリテーションの質を 

管理した場合 

１８０円 1 月あたり 

リハビリテーション 

マネジメント加算（ロ） 
２１３円 1 月あたり 

退院時共同指導加算 
退院前カンファレンスに参加し、当者に対する初回の

訪問リハビリテーションを行った場合 
６００円 1 回限り 

サービス提供体制加算Ⅱ 
訪問リハビリテーションを提供する理学療法士等の

うち勤続年数が 3 年以上のものがいる場合 
３円 １回あたり 

 

通常の実施地域を超えて行う訪問リハビリテーション（介護予防訪問リハビリ

テーション）に要した送迎の費用は実施地域を超えた地点から自宅まで次の額

を請求します 

     （１） 実施地域を超えた地点から片道 10ｋｍ未満 ２００円 

     （２） 実施地域を超えた地点から片道 10ｋｍ以上 ３００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１０ 苦情処理 

事業者は、利用者からの苦情等に対応する窓口を設置し、 

事業に関する利用者の苦情等に対し迅速に対応する。 

 

１１ サービス内容に関する苦情など相談窓口 

  （１）当事業所相談窓口 

        リハビリテーション科   吉野 雅之 

        ご利用時間  月曜日 ～ 金曜日 8：30 ～ 17：30 

                  土曜日       8：30 ～ 12：30 

        ご利用方法  面談 

TEL：0957-86-3226 

               苦情箱：病院玄関に設置 

 

（２）島原地域広域市町村圏組合事務所 介護保険課 

   〒859-1492 島原市有明町大三東戊 1327 

     TEL：0957-61-9101  FAX：0957-61-9104 

 

１２ 事業所医師が診療しない場合の減算 

事業所の医師がリハビリテーション計画の作成に係る診療を 

行わなかった場合に、例外として、一定の要件を満たせば、 

別の医療機関の計画的医学的管理を行う医師の指示のもと、 

リハビリテーションを提供することができる。 

 

１３ 秘密保持 

（１） 従業者は、妥当適切な理由なく業務上知り得た利用者又は 

その家族の秘密を漏らしてはならない。 

（２） 退職者が、正当な理由なく、業務上知り得た利用者又は 

その家族の秘密を漏らさないように、必要な措置を講ずる。 

（３） 居宅介護支援事業者に対して、利用者に関する情報を 

提供する際には、あらかじめ文書により利用者の同意を得る。 

 

１４ 記録の整備  

設備、備品、従業者及び会計に関する諸記録を整備する。 

利用者に対する訪問リハビリテーションの提供に関する記録 

（日々の記録、評価結果、サービス提供票、診療情報提供書等）を 

整備し、その完結の日から 5 年間保存する。  

 



１５ 事故発生時の対応 

（１）事故が発生した場合は、家族、市町村、居宅介護支援事業所等

に速やかに連絡を行い必要な措置をいたします 

（２）賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行いま

す 

（３）事故が生じた際には、哲翁病院の規定に基づき、その原因を解

明し再発防止の対策を講じます 

（４）事故原因などを調査した上で損害保険会社へ連絡し、誠実適切

に対応いたします 

 

１６ 非常災害対策 

    事業者は、非常災害に関する具体的対策を立て、非常災害時の関係機

関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者へ周知す

るとともに、定期的に避難・救出その他の必要な訓練を行います 

 

１７ 高齢者虐待の防止 

（１）虐待の発生及び再発を防止するために、必要な指針を整備し 

次に掲げる通り必要な措置を講じます。 

虐待の発生又はその再発を防止するための対策を検討する 

事項は、別に定める医療法人博愛会の高齢者虐待防止委員会 

定期的に開催する会議に参加し、その内容や結果について 

周知徹底いたします。 

     （２）研修会を定期的に実施し、適切に実施するための担当者を 

指定します。 

 

１８ 感染症の対策 

感染症の発生及び蔓延防止のために、必要な指針を整備し 

次に掲げる通り必要な措置を講じます。 

（１）感染症の発生及び蔓延を防止するための対策を検討する事項は、 

別に定める医療法人博愛会の感染対策委員会が定期的に開催する 

会議に参加し、その内容や結果について周知徹底いたします。 

      （２）研修会を定期的に実施し、適切に実施するための担当者を 

指定します。 

 

１９ ハラスメント 

事業所は、訪問リハビリテーション及び 

介護予防訪問リハビリテーションの適切な提供を確保する観点から、 



職場において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした 

言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより 

従業者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の 

必要な措置を講じるものとする。 

 

２０ 業務継続に向けた取組み 

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの 

提供を継続的に実施するため、非常時の体制で早期の業務再開を 

図るための計画を策定した上で、従業者に対して周知するとともに、 

必要な研修及び訓練を定期的に実施すること。 

また、定期的に業務継続計画の見直しを行い、 

必要に応じて業務継続計画の変更を行う。 

 

２１ サービスの終了 

    （１）利用者（家族）の都合 

        1 週間の予告期間をおいて文章で通知することにより、こ

のサービスを終了することができます 

（２）事業者の都合 

        やむを得ない事情がある場合、利用者に対して 1 ヶ月の

予告期間をおいて理由を示した文章で通知することによ

り、このサービスを終了することができます 

（３）自動終了 

      次の各項のいずれかに該当する場合には、このサービス

は自動的に終了します 

① 利用者が介護保険施設へ入所した場合 

② 利用者の要介護状態区分が自立とされた場合 

③ 利用者が死亡した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


